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(単位:千円)

資産の部

Ⅰ　固定資産

１.有形固定資産

土地 3,191,665

建物 9,595,947

　減価償却累計額 ▲ 495,717 9,100,230

構築物 202,157

　減価償却累計額 ▲ 31,950 170,206

工具器具備品 994,389
　減価償却累計額 ▲ 463,169 531,219

図書 680,056

美術品 10,400
　　有形固定資産合計 13,683,779

２.無形固定資産

ソフトウェア 11,181
電話加入権 147

　　無形固定資産合計 11,329

　固定資産合計 13,695,109

Ⅱ　流動資産

現金及び預金 605,164

未収学生納付金収入 4,285

　徴収不能引当金 ▲ 2,545 1,740

その他の未収入金 116,288

　徴収不能引当金 ▲ 1,124 115,164

たな卸資産 466
　流動資産合計 722,535

　資産合計 14,417,644

貸借対照表

(平成28年3月31日)
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(単位:千円)

貸借対照表

(平成28年3月31日)

負債の部

Ⅰ　固定負債

資産見返負債

　資産見返運営費交付金等 224,125

　資産見返補助金等 538,165

　資産見返寄附金 19,558

　資産見返物品受贈額 663,549 1,445,398
長期リース債務 69,848

　固定負債合計 1,515,247

Ⅱ　流動負債

運営費交付金債務 17,428

寄附金債務 157,010

前受受託研究費等 3,221

前受受託事業費等 782

預り科学研究費補助金等 9,075

未払金 210,916

前受金 12,669

預り金 7,918

リース債務 22,013
　流動負債合計 441,036

　負債合計 1,956,283

純資産の部

Ⅰ　資本金

地方公共団体出資金 12,412,012

　資本金合計 12,412,012

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 225,016

損益外減価償却累計額(▲) ▲ 476,375

　資本剰余金合計 ▲ 251,359

Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 106,415

教育研究等改善目的積立金 165,490

当期未処分利益 28,802

（うち当期総利益） （28,802）
　利益剰余金合計 300,707

　純資産合計 12,461,361
　負債純資産合計 14,417,644
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(単位:千円)

経常費用
業務費

教育経費 313,260
研究経費 221,208
教育研究支援経費 138,299
受託研究費 15,890
受託事業費 9,879
役員人件費 36,433
教員人件費 944,200
職員人件費 296,112 1,975,282

一般管理費 209,582
財務費用

支払利息 6,338 6,338
雑損 43

　経常費用合計 2,191,246

経常収益
運営費交付金収益 1,109,662
授業料収益 539,566
入学金収益 103,166
検定料収益 18,423
受託研究等収益

その他の団体からの受託研究等収益 17,905 17,905
受託事業等収益

国又は地方公共団体からの受託事業等収益 10,769 10,769
補助金等収益 153,420
寄附金収益 11,879
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 23,808
資産見返補助金等戻入 112,020
資産見返寄附金戻入 2,213
資産見返物品受贈額戻入 12,767 150,810

財務収益
受取利息 181
延滞金 449
その他の財務収益 13 644

雑益
財産貸付料収益 69,917
手数料収益 307
間接経費収入 9,700
その他の雑益 17,753 97,678

　経常収益合計 2,213,926

経常利益 22,679

臨時損失
過年度損益修正損 135,209 135,209

臨時利益
過年度損益修正益 141,332 141,332

当期純利益 28,802
当期総利益 28,802

損益計算書

(平成27年4月1日～平成28年3月31日)
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キャッシュ・フロー計算書

(平成27年4月1日～平成28年3月31日)

(単位:千円)

金額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 ▲ 502,583

人件費支出 ▲ 1,281,174

その他の業務支出 ▲ 111,740

運営費交付金収入 1,032,274

授業料収入 527,504

入学金収入 87,544

検定料収入 18,423

受託研究等収入 22,161

受託事業等収入 10,990

補助金等収入 94,238

寄附金収入 4,793

その他の収入 116,968

預り科学研究費補助金等の純増減額等 ▲ 16,797

　　 業務活動によるキャッシュ・フロー 2,601

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 ▲ 42,350

無形固定資産の取得による支出 ▲ 3,078

小計 ▲ 45,428

利息及び配当金の受取額 181

　　 投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 45,247

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 ▲ 23,411

小計 ▲ 23,411

利息の支払額 ▲ 6,338

　　 財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 29,750

Ⅳ　資金増加額 ▲ 72,396

Ⅴ　資金期首残高 677,560

Ⅵ　資金期末残高 605,164

区分
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（単位：円）

勘定科目 金額

Ⅰ　当期未処分利益 28,802,530

当期総利益 28,802,530

Ⅱ　利益処分額

積立金 900,000

地方独立行政法人法第40条第3項により
設立団体の長の承認を受けた額

　教育研究等改善目的積立金 27,902,530 27,902,530 28,802,530

利益の処分に関する書類
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行政サービス実施コスト計算書

(平成27年4月1日～平成28年3月31日)

(単位:千円)

金額

Ⅰ　業務費用

(1)　損益計算書上の費用

業務費 1,975,282

一般管理費 209,582

財務費用 6,338

雑損 43

臨時損失 135,209 2,326,456

(2)　（控除）自己収入等

授業料収益 ▲ 539,566

入学料収益 ▲ 103,166

検定料収益 ▲ 18,423

受託研究等収益 ▲ 17,905

受託事業等収益 ▲ 10,769

寄附金収益 ▲ 11,879

資産見返寄附金戻入 ▲ 2,213

財務収益 ▲ 644

雑益 ▲ 97,678

臨時利益 ▲ 140,432 ▲ 942,679

業務費用合計 1,383,776

Ⅱ　損益外減価償却相当額 220,154

Ⅲ　引当外賞与増加見積額 3,150

Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 ▲ 61,297

Ⅴ　機会費用

地方公共団体出資の機会費用 - -

Ⅵ　行政サービス実施コスト 1,545,783

勘定科目
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1

2

(1)

(2)

3

(1)

(2)

(3)

4

5

6
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消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税等の会計処理方法は、税込方式によっております。

財務諸表及び附属明細書の表示単位

　千円未満切り捨てにより作成しております。ただし、利益の処分に関する書類については円単位で表示しております。

　退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付にかかる引当金は計上しておりませ
ん。
　なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政法人会計基準第87に基づ
き計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。

行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

　平成２８年４月２５日付け総務省行政管理局行政経営支援室発事務連絡「『マイナス金利付き量的・質的金融緩和』の導
入を受けた平成２７事業年度財務諸表における行政サービス実施コスト計算書の機会費用算定の取扱いについて（留意事
項）」に基づき、0％で計算しております。

リース取引についての会計処理

　リース料総額が３００万円以上のファイナンスリース取引については、通常の売買取引にかかる方法に準じた会計処理に
よっております。

引当金の計上基準

徴収不能引当金の計上基準

　債権の回収不能による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金及び見積額の計上基準

　賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与にかかる引当金は計上しておりません。
　なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の引当外賞与見積額から前事
業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。

退職給付にかかる引当金及び見積額の計上基準

　耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としております。主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

　定額法を採用しております。

　建　　　　　　物　　　　7～47年
　構　  築 　　物　　　　5～45年
　工具器具備品　　　   2～10年
なお、受託研究等収入により購入の資産については、当該受託研究期間を耐用年数としております。

　また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第85)の減価償却相当額については、財産的基礎の減少と考えるべ
きであることから損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

無形固定資産

　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。

　定額法を採用しております。

注　　記　　事　　項

Ⅰ　重要な会計方針

運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

　原則として期間進行基準を採用しております。
　なお、退職一時金、特別交付金のうちの特別経費については、費用進行基準を採用しております。

減価償却の会計処理方法

有形固定資産
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1

2

1

　減価償却計算誤りによる固定資産の過小計上額の修正 965千円

　学生寮費預り金の収益化 19,078千円

　運営費交付金債務の過年度収益化不足 900千円

　資産見返額の修正 120,388千円

2

　固定資産の過大計上額の修正　　　　                          12,932千円

　図書過大計上額の修正 13,968千円

　資産見返額の修正 108,307千円

1

　現金及び預金

　資金期末残高

2 重要な非資金取引の内容

　県からの現物出資による有形固定資産取得

　県からの無償譲受による有形固定資産取得

1

1

2

Ⅶ　減損会計関係

該当事項はありません。

Ⅷ　重要な債務負担行為

該当事項はありません。

Ⅵ　金融商品に関する事項

金融商品の状況に関する事項

　当法人は、資金運用については預金に限定し実施しております。
　資金運用にあたっては当法人が適用する地方独立行政法人第43条の規定に基づいております。

金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（注）　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

Ⅴ　行政サービス実施コスト計算書関係

引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額の対象

▲478千円

▲50,315千円

　　　・引当外賞与増加見積額のうち派遣職員に係る額

　　　・引当外退職給付増加見積額のうち派遣職員に係る額

　引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額の対象額の中には、福岡県からの派遣職員に係るも
のが以下のとおり含まれております。

8,492,747千円

231,983千円

過年度損益修正益の計上

過年度損益修正損の計上

Ⅳ　キャッシュ・フロー計算書関係

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

　運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額は、79,643千円であります。

退職給付引当金の見積額

　運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額は、644,755千円であります。

Ⅲ　損益計算書関係

605,164千円

605,164千円

Ⅱ　貸借対照表関係

賞与引当金の見積額

貸借対照表計上額 時価 差額

現金及び預金 605,164 605,164 ―

（単位 ： 千円）
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Ⅸ　不要財産に係る納付等関係

Ⅹ　重要な後発事象

該当事項はありません。

（単位 ： 千円）

（1） 建物 建物 建物 建物

（2）
校舎
（A棟）

倉庫 車庫
倉庫
（廃液庫）

（1）取得価額 192,369 1,020 470 340

（2）減価償却累計額 192,369 321 351 339

（3）帳簿価額 0 698 118 0

（4）

（5）

（6） 0 698 118 0

（7）

（8） 192,369 1,020 470 340

不要財産となった理由

資産名称

資産種類

（3） 帳簿価額

福岡女子大学施設整備基本計画に基づく、新校舎等の整備に伴い、既存
の施設が不要となるため。

現物納付

平成28年1月13日

減資額

納付が行われた年月日

納付額

納付の方法
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附 属 明 細 書



（単位：千円）

当期償却額
当期

損益内
当期
損益外

有形固定資産
（特定償却資産）

建物 1,136,343 8,492,747 194,199 9,434,891 476,375 220,154 - - - 8,958,515 注２）

計
1,136,343 8,492,747 194,199 9,434,891 476,375 220,154 - - - 8,958,515

建物 42,552 144,883 26,378 161,056 19,341 13,186 - - - 141,715 注１）
注３）

構築物 36,215 173,568 7,627 202,157 31,950 7,273 - - - 170,206 注１）
注４）

工具器具備品 994,107 68,184 67,903 994,389 463,169 148,324 - - - 531,219 注１）

図書 686,640 7,385 13,968 680,056 - - - - - 680,056

その他の有形
固定資産

1,186 - 1,186 - - - - - - -

計
1,760,701 394,022 117,064 2,037,660 514,461 168,784 - - - 1,523,198

非償却資産
土地 3,191,665 - - 3,191,665 - - - - - 3,191,665

工具器具備品
(絵画）

- - - - - - - - - -

美術品 10,400 - - 10,400 - - - - - 10,400

建設仮勘定 93,540 - 93,540 - - - - - - -

計
3,295,606 - 93,540 3,202,065 - - - - - 3,202,065

土地 3,191,665 - - 3,191,665 - - - - - 3,191,665

建物 1,178,895 8,637,630 220,578 9,595,947 495,717 233,341 - - - 9,100,230

構築物 36,215 173,568 7,627 202,157 31,950 7,273 - - - 170,206

工具器具備品 994,107 68,184 67,903 994,389 463,169 148,324 - - - 531,219

図書 686,640 7,385 13,968 680,056 - - - - - 680,056

美術品 10,400 - - 10,400 - - - - - 10,400

建設仮勘定 93,540 - 93,540 - - - - - -

その他の有形
固定資産

1,186 - 1,186 - - - - - - -

計
6,192,651 8,886,770 404,804 14,674,616 990,837 388,939 - - - 13,683,779

ソフトウェア 27,471 10,822 - 38,294 27,112 1,783 - - - 11,181

電話加入権 147 - - 147 - - - - - 147

計
27,619 10,822 - 38,442 27,112 1,783 - - - 11,329

当期増減額の主な要因は以下のとおりであります。

注１）建物、工具器具備品及び構築物の当期減少額は、過年度除却済資産の修正によるものであります。

注２）建物の当期増加額は、設立団体（福岡県）より出資財産を受けたことによるもので、当期減少額は設立団体（福岡県）への不要財産の納付によるもの

　　　であります。

注３）建物の増加のうち58,414千円は、福岡県より無償譲受したものであります。

注４）構築物の増加は、福岡県より無償譲受したものであります。

(2)　たな卸資産の明細

（単位：千円）

種　類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

当期購入・
製造・振替

その他 払出・振替 その他

貯 蔵 品 434 1,130 - 1,097 - 466

計 434 1,130 - 1,097 - 466

減価償却累計額
差引当期末

残高
摘　要

無形固定資産
（特定償却資産以
外）

減損損失累計額

有形固定資産
（特定償却資産以
外）

有形固定資産合計

（１） 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第85　特定の償却資産の減価に係る会計処理」および「第88 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」
による損益外減価償却相当額も含む。）の明細ならびに減損損失の明細

資　産　の　種　類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
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(3)　有価証券の明細

(3)－1　流動資産として計上された有価証券

該当事項はありません。

(3)－2　投資その他の資産として計上された有価証券

該当事項はありません。

(4)　長期貸付金の明細

該当事項はありません。

(5)　長期借入金の明細

該当事項はありません。

(6)　引当金の明細

(6)－1　引当金の明細

該当事項はありません。

(6)－2　貸付金等に対する貸倒引当金の明細

区　分 貸付金等の残高 貸倒引当金の残高 摘要

期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高

未収学生納付
金収入

5,786 ▲ 1,500 4,285 - 2,545 2,545 注）

その他の
未収入金

16,615 99,672 116,288 61 1,062 1,124 注）

計 22,402 98,171 120,574 61 3,607 3,669

(6)－3　退職給付引当金の明細

該当事項はありません。

(7)　資産除去債務の明細

該当事項はありません。

(8)　保証債務の明細

該当事項はありません。

(9)　資本金及び資本剰余金の明細

区　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

資本金 設立団体(福岡
県)出資金

4,113,464 8,492,747 194,199 12,412,012 注1）

計 4,113,464 8,492,747 194,199 12,412,012

資本剰余金 無償譲渡 10,472 - - 10,472

施設費 239,564 - - 239,564

県出資金 ▲ 25,020 - - ▲ 25,020

計 225,016 - - 225,016

損益外減価
償却累計額

▲ 449,545 ▲ 220,212 ▲ 193,382 ▲ 476,375 注2）

差引計 ▲ 224,529 ▲ 220,212 ▲ 193,382 ▲ 251,359

(10)　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

(10)－1　積立金の明細

該当事項はありません。区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

108,748 56,742 - 165,490 注）

106,415 - - 106,415

215,163 56,742 - 271,906

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

計

　注）　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し、
         回収不能見込額をもって貸倒引当金を計上しております。

　注）　当期増加額は、平成26年度に発生した当期総利益を県知事の承認を受け積立金として整理したことによるものです。

　注1）　資本金の当期増加額は、設立団体（福岡県）より出資財産を受けたことによるものであります。
　注2）　損益外減価償却累計額の当期減少額は、設立団体（福岡県）への不要財産の納付によるものであります。

地方独立行政法人法第40条
第３項積立金（教育研究等改
善目的積立金）

前中期目標期間繰越積立金
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(11)　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

(11)－1　運営費交付金債務

期首残高 当期振替額

運営費交付金
収益

資産見返
交付金

資本剰余金 その他 小計

平成24年度 35,200 - 34,043 - - - 34,043 1,157

平成25年度 32,528 - 31,628 - - 900 32,528 -

平成26年度 27,987 - 11,716 - - - 11,716 16,271

平成27年度 - 1,032,274 1,032,274 - - - 1,032,274 -

合計 95,716 1,032,274 1,109,662 - - 900 1,110,562 17,428

(11)－2　運営費交付金収益

業務等区分 26年度以前
注）

27年度交付分 　　　合計

期間進行基準
によるもの

- 897,812 897,812

費用進行基準
によるもの

77,388 134,462 211,850

合  計 77,388 1,032,274 1,109,662

(12)　地方公共団体等からの財源措置の明細

(12)－1　施設費の明細

資産見返
補助金等

建設仮勘定
見返補助金等

資本剰余金 収益計上

109,687 38,581 - - 71,105

　　　　　　　合計 109,687 38,581 - - 71,105

(12)－2　補助金等の明細

資産見返
補助金等

建設仮勘定
見返補助金等

資本剰余金 収益計上

28,751 - - - 28,751

20,687 1,622 - - 19,064

188 - - - 188

34,310 - - - 34,310

83,937 1,622 - - 82,314

(13)　役員及び教職員の給与の明細

報酬又は給与 （うち退職給付）

支給額 支給人員 支給額 支給人員

常　勤 33,079 3 - -

非常勤 805 4 - -

計 33,884 7 - -

常　勤 953,260 118 ( 38,070 ) 6

非常勤 139,869 93 - -

計 1,093,129 211 ( 38,070 ) 6

常　勤 986,340 121 ( 38,070 ) 6

非常勤 140,674 97 - -

計 1,127,014 218 ( 38,070 ) 6

（注）

1

2

3

4

5

(14)　開示すべきセグメント情報

該当事項はありません。

摘要

注）　平成27年度特別経費の差額（不足分）について、県と協議の上、平成24年度から平成26年度の特別経費の執行残を収益化（平成25年度退職一
時金残を含む）したものであります。

（単位：千円、人）

合計

（単位：千円）

施設整備費補助金

当期振替額

当期振替額 摘要

区分

　

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

交付金当期
交付額

期末残高

合計

区分

世界に打って出る若者
育成事業

当期交付額

交付
年度

役員

大学教育再生加速事業

女性研究者研究支援事業

　上記明細には法定福利費が含まれておりません。

　役員に対する報酬は、公立大学法人福岡女子大学役員報酬規程に基づき支給しております。

海外等留学支援制度

当期交付額

　教職員の給与及び退職手当は、公立大学法人福岡女子大学職員給与規程、公立大学法人福岡女子大学教員年俸規程、公立大学法人福岡女
子大学職員退職手当規程、公立大学法人福岡女子大学非常勤職員等賃金規程に基づき支給しております。

　役員、教職員の支給人数には年間平均支給人員数を記載しております。また、退職給付には総支給人員数を記載しております。

　上記明細には受託研究等及び受託事業費等による人件費は含まれておりません。

区 分

教職員
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(15)　業務費及び一般管理費の明細

(単位:千円)

教育経費

消耗品費 20,769

備品費 5,217

印刷製本費 12,299

水道光熱費 25,068

旅費交通費 19,864

通信運搬費 1,446

賃借料 10,920

車両燃料費 13

保守費 2,713

修繕費 3,914

損害保険料 493

広告宣伝費 8,667

行事費 5,809

諸会費 5,034

会議費 20

報酬・委託・手数料 77,921

奨学費 104,275

減価償却費 7,358

雑費 1,451 313,260

研究経費

消耗品費 27,062

備品費 7,408

印刷製本費 5,018

水道光熱費 9,653

旅費交通費 21,324

通信運搬費 640

賃借料 2,148

車両燃料費 12

保守費 2,906

修繕費 1,262

損害保険料 66

諸会費 3,908

会議費 20

報酬・委託・手数料 33,006

減価償却費 100,761

雑費 6,006 221,208

教育研究支援経費

消耗品費 7,519

備品費 824

印刷製本費 1,414

水道光熱費 36,292

旅費交通費 229

通信運搬費 5,080

賃借料 5,956

保守費 3,839

修繕費 3,628

諸会費 109

報酬・委託・手数料 41,459

減価償却費 28,618

雑費 3,325 138,299

受託研究費

消耗品費 4,904

備品費 324

印刷製本費 31

旅費交通費 530

通信運搬費 10

賃借料 20

修繕費 25

諸会費 58

報酬・委託・手数料 2,652

減価償却費 7,291

雑費 31

管理的経費 7 15,890
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受託事業費

消耗品費 490

印刷製本費 543

旅費交通費 226

通信運搬費 47

賃借料 231

損害保険料 26

広告宣伝費 399

諸会費 194

会議費 21

報酬・委託・手数料 5,656

管理的経費 2,040 9,879

役員人件費

役員人件費

報酬 25,271

賞与 8,613

法定福利費 2,548 36,433

教員人件費

常勤教員人件費

給料 549,340

賞与 191,201

退職給付費用 38,070

法定福利費 110,136 888,748

非常勤教員人件費

給料 55,451 55,451 944,200

職員人件費

常勤職員人件費

給料 89,414

賞与 29,893

法定福利費 17,167

給料・プロパー 43,143

賞与・プロパー 12,196

法定福利費・プロパー 7,863 199,679

非常勤職員人件費

給料 76,573

賞与 7,844

法定福利費 12,015 96,432 296,112

一般管理費

消耗品費 62,979

備品費 14,667

印刷製本費 342

水道光熱費 11,184

旅費交通費 5,896

通信運搬費 3,426

賃借料 7,864

車両燃料費 222

福利厚生費 517

保守費 3,288

修繕費 1,973

損害保険料 2,682

広告宣伝費 87

行事費 1,955

会議費 2,096

報酬・委託・手数料 57,951

減価償却費 26,664

徴収不能引当金繰入額 3,607

雑費 259

諸会費 1,912 209,582
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(16)  寄附金の明細

当期受入額 件数（件） 摘要

10,220 (5,427) 10 (-) 注）

(17)  受託研究の明細

期首残高 当期受入額 受託研究等
収益

期末残高

- 11,047 10,943 104

(18)  共同研究の明細

期首残高 当期受入額 受託研究等
収益

期末残高

180 9,900 6,962 3,117

(19)  受託事業等の明細

期首残高 当期受入額 受託事業等
収益

期末残高

511 11,040 10,769 782

(20)科学研究費補助金の明細

当期受入額 件数 摘要

(1,200) 4

360

(4,600) 4

1,380

(18,498) 26 500万円以下

5,549

(5,184) 9

1,555

(3,500) 7

1,050

(6,000) 1

-

(38,982) -

9,894

注）上段（）内に直接経費相当額を、下段に間接経費相当額を記載しております。

(21)　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

(21)-1 現金及び預金

区　分 金　額

現金 185

普通預金 604,978

合　計 605,164

(21)-2 未払金

区　分 金　額 摘　要

人件費 46,664

固定資産 21,734

その他 142,517

合　計 210,916

日本学術研究会
科学研究費補助金　成果公開促進

合計

摘　要

（単位：千円）

日本学術研究会
科学研究費補助金　基盤研究Ｂ

500万円以上
2,000万円以下

日本学術研究会
科学研究費補助金　基盤研究Ｃ

日本学術研究会
科学研究費補助金　若手研究Ｂ

日本学術研究会
科学研究費補助金　萌芽研究

（単位：千円）

注）　件数のうち、基金については少額雑多なため、基金ごとに１件としてカウントしております。
　　(  )は現物寄附によるもので、内数として記載しており、件数については種類が多岐にわたり、かつ単位が一律ではないため、記載を省略しております。

種目

日本学術研究会
科学研究費補助金　基盤研究Ａ

2,000万円以上
5,000万円以下

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

15ページ


